私は日本共産党岡山市議団を代表しての竹永光恵です。会派を２月定例岡山市議会に提案された１０７件の議案のうち甲第２号議案　平成２８年度岡山市一般会計予算についてほか８件の議案について委員長報告に反対する立場で討論します。

まず、甲第２号議案平成２８年度岡山市一般会計予算中、歳入１款市税２項固定資産税１目固定資産税のうちの平和町1番の再開発ビルに対し周辺地域より高い固定資産税を設定した税収となっている歳入についてです。この再開発事業は、1億7千万円を補助金として出し、その相当額を購入者の固定資産の超過税率で取りかえすというしくみです。補助金の出し方としても課税の方法としても間違っており、認めるわけにはいきません。

同じく甲第２号議案、歳入15款使用料および手数料2項手数料4目清掃手数料のうち家庭系ごみ処理手数料9億1千39万円、歳出4款衛生費1項家庭系ゴミ有料化事業費4億2千453万円余同じく13節委託料指定ごみ袋保管配送業務委託料3千29万9千円、同じく第二表債務負担行為　家庭系指定ごみ袋作成経費1億4千万円は、家庭系ごみ有料化に伴う予算です。本来家庭ごみ収集は自治体固有の業務であり税金でまかなうものです。昨年の市民意識実態調査でもごみのリサイクル対策等を重要度が高いと７０％以上の方が答えています。市民の意識は高いのですから有料化でインセンティブを働かせるより、市民とともに減量化を取り組み、有料化を撤廃するようにすることのほうがインセンテイブも働くのではないでしょうか？よってこの予算を求めるわけにはいきません。

次に同じく甲第２号議案一般会計予算のうち歳入16款国庫支出金2項国庫補助金2目総務費国庫補助金、社会保障税番号制度システム整備補助金961万円、3目民生費国庫補助金　社会保障・税番号制度システム整備費補助金1277万6千円、おなじく73万3千円　4目社会保障・税番号制度システム整備費補助金190万円　3項委託金2目総務費委託金　社会保障・税番号制度事務費委託金8千531万1千円
歳出2款総務費1項総務管理費1目一般管理費　社会保障・税番号制度関係事務費1億1千360万円は　マイナンバー制度にかかわる予算です。今年1月から運用が始まった国民一人一人に12桁の番号をつけて管理するマイナンバー制度は政府が個人情報を一つの番号で管理し税・保険料の徴収強化や社会保障の抑制のために使うもので内容としても大問題です。
運用開始直後から、通知カードの未配達や個人情報の漏洩など様々な問題が自治体でも起こっています
また、「顔認証」システムという市が市民の顔写真収集ができるようになるシステムも含まれており、人権侵害を引き起こすことが指摘されています。集められた顔写真が、警察などに利用される危険性も抱えています。
　今後政府は様々な情報を集約しようとしていますが、１枚のカードに個人情報が集約されるほど、ひとたび情報が漏えいすれば、甚大な被害を引き起こすことは明らかです。
危険な共通番号制度は撤回するしかありません。

同じく第２号議案　歳入23款市債1項市債4目衛生費　岡山県広域水道企業団水源開発出資金充当840万円　歳出4款15項、上水道整備費1目上水道整備費岡山県広域水道企業団関係費1億2310万円余　と　甲第１７号議案平成２８年度岡山市水道事業会計予算中、支出第１款水道事業費用１項営業費用２目受水費２２億７３９０万４千円、同じく２項営業外費用他会計繰り出し金１千８６９万円は苫田ダムからの水を購入するための予算です。契約水量の半分以上を使わず市民のつかう水の量は減っているのに受水費も契約量も、かわらないのは不合理です。
もともと40万トンの利水計画でしたが第一期事業の現段階で13，4万トンしか稼働していません。余り水のために高い受水費を払い続けるのでは無く早く、治水転用をすべきと申し上げてこの予算に反対します。

次に　甲第２号議案歳出4款衛生費1項保健衛生費30目火葬場費　斎場施設関連事業費中　4047万円、同じく第2表債務負担行為2千330万円は富吉の新斎場に関わる予算です。地元合意はとれたと市は言っていますが結果的に地域を二分するようなことになっています。
ボーリング調査も放流水等の分析調査も地元のみなさんの不安を払拭するような結果になっていません。斎場はもちろん必要な施設ですが場所も含めて最初から議論し直すべきであり認めるわけにはいきません。

次に　第２号議案歳出第３款民生費第10項児童福祉費16目認定こども園費認定こども園整備費3億1500万円は興除保育園、錦保育園、高島保育園の地質調査、工事実施設計、工事に伴う工事監理5172万円と甲浦幼稚園・保育園、建部保育園、万富保育園の工事請負費2億54百８０万円は市立こども園6園を整備しようとするもの、同じく第2表債務負担行為甲浦幼保一体型施設整備事業３億６６７０万円は伊島にくわえて甲浦認定こども園の整備事業費を繰り越すもの、甲90号議案平成27年度岡山市一般会計補正予算（第３号）の繰り越し明許費補正中、第３款民生費１０項児童福祉費　幼保一体化整備事業４千８百８３万二千円についてと、甲第３７号議案岡山市立認定こども園条例の一部を改正する条例の制定についての岡南認定こども園を加える条例はどちらも、こども園に関連するものであり一括して反対理由を申し述べます。
岡山市は今年の保育園の申し込みの結果、1月時点で1５５０人以上が入園できていないことを報告しました。そのうち両親共働きなど明らかに保育に欠ける20点以上の人が7９２人以上もいます、そのために育休を伸ばしたり仕事を探すのをあきらめたりと、女性の社会進出に逆行しているのが今の岡山市です。まずは岡山市の責任で保育園を希望するすべての子どもたちの、受け皿のために認可保育園を増やすことが最重要課題ではないでしょうか？
しかし岡山市は今後30カ所の公立幼稚園保育園をこども園とし、ほかは統廃合民営化の方針の下にこども園ありきですすめています。
そして、すでに開園された市の5つのこども園では保育園児の受け入れが減っています、その上障害児保育の拠点園でも結果的に定数が削減されていて、こども園が待機児童対策にはなっていません。
保育の内容、地域への説明、職員の処遇の問題など課題を残したままでこども園を推進する前に幼稚園の空き教室など乳幼児保育の受け皿にすることや、認可保育園を増やすことをまず最優先課題とすべきと申し上げて一連のこの予算と条例に反対します。


次に　第二号議案歳出第１０款教育費１項教育総務費５目事務局費中教育課程充実費の中の９５万円、同じく学力調査委託料１７００万円　同じく第2表債務負担行為　学力調査委託２３００万円は　全国学力・学習状況調査に加え、岡山市が独自調査を実施する予算です。学力向上は点数を競い合うことではありません。どの子もわかる授業を行うことが自立する岡山っこを育てるために効果があることが協同学習などの実践校のとりくみで示されています。過度な競争をあおる学力テストはやめ、しっかりと教師がこどもに向き合う時間を増やすために正規教員の増員を求め、この予算に反対します。

次に第二号議案歳出第１０款教育費中給食徴収同意書に関わる予算２万４５９４円についてです。これは学校給食徴収料の支払いに対し一年生の保護者に同意書を書かせる内容の予算です。保護者の同意書と保証人のようにもう一人家族以外の連絡先まで記入させているということが、教育委員会がサラ金のような対応をしていると保護者からも人権問題だと指摘をされているものです。平成２３年のデーターでは学校給食の未払いは全体の０，６％に過ぎず個別対応できる範囲であり、きちんと払っている保護者に不快な思いをさせてまで同意書を書かせる必要は全くありません、その上導入後1年目の徴収率は下がっています。
未納問題解決の一番の近道は無料化です。一刻も早くやめることを望みこの予算に反対します。

次に甲第２号議案歳出第１０款教育費３０項保健体育費１５目学校給食費中、学校給食施設党整備基金運営費２千１６万４千円　給食業務委託料　８億２７７６万７千円　、学校教育施設等整備基金積立金１０８万９千円　甲第９０号議案　平成２７年度岡山市一般会計補正予算（第５号）　第１０款教育費３０項保健体育費１５目学校給食費中　学校教育施設等整備基金運営費５千２３５万円、学校教育施設等整備基金積立金５千７８２万円は学校給食の調理業務の民営委託に関わる予算です。官民切磋琢磨するために岡山市は学校給食の調理業務の民営化を生徒数の６０％を目標値として進めています。そもそも学校給食は食育を中心に子どもたちに提供する教育の一環だと思います。だからこそ直営で自校方式であるべきだと以前から述べさせていただいています。また学校給食調理員としての技術の継承や人育てができていないまま民間委託された現場では委託業者がころころ変わる、職員がすぐやめるなどの問題が起きています。またこどもの６人に一人が貧困家庭という状況や、災害時の避難対応など学校給食の位置づけや関わりが今ほど専門性が求められているときはありません、こどもをともに育てる立場に立つとコスト削減第一で無く、教育の一環としての給食のあり方を考えるべきであり、これ以上の民営化は認めるわけにはいきません。

次に甲第２号議案　歳出第８款土木費２０項都市計画費１０目市街地再開発事業中駅元町地区市街地再開発事業費特別会計繰り出し金２億１千３８万４千円は駅元地区市街地再開発事業に関わる予算です。この再開発事業は特定建築事業者がホテルの建設と販売に当然責任を持って行う事業です。しかし保留床の処分まで市が肩代わりしているというとんでもないことになって何年もたっています。時間がたつにつれ資産価値が下がり、今回下げた形で売るために公募をかけることとなっています。ここまで来るのにも市民の血税が無駄に注がれていることを認識し、できるだけ安くならないように早く保留床の処分をすることを要望しておきます

次に甲第２号議案　歳出２款総務費１項総務管理費１６目情報管理費中光ファイバ負担金と甲第２０号議案平成２８年度岡山市下水道事業会計予算中資産減耗費のうち光ファイバ事業の維持管理の予算についてです。市は当初事業理由を、情報水道構想という鳴り物入りで情報網を下水道光ファイバでつなぐことをいち早く始めることだと説明していました。当時は、市民的ニーズが高まらない中、民間が手をだすことに躊躇していただけで、事業開始後から急速に民間の情報網が発達した中、この事業は５００万ほどの収入で維持管理費が何倍もすると言う無駄な事業になり、当初私たちが指摘したとおりの結果となりました。市は今回予算で撤去費を組んだことは評価しますが、事業が完全に終了するまでは認められません。


次に甲第１３号　平成２８年度岡山市後期高齢者医療費特別会計予算について
です。これは後期高齢者医療の保険料の値上げの内容です。後期高齢者医療制度は国の制度であり２年ごとに料金改定がおこなわれています。県の広域連合で決定され国保のように自治体独自の対策がとれません。下流老人という言葉が話題となっています。
６５歳で２０００万円の貯金が無いと８０代まで安心して生きられないような現状の中でまた高齢者に負担が平均で年６万５９３０円、６，３％もの値上げは認めるわけにはいきません。

次に甲第４４号議案　岡山市の農業委員会の選挙による委員の定数、選挙区等にかんする条例を廃止する等の条例の制定についてです。これは農業委員会等にかんする法律の一部改正に伴い委員の定数、選挙区等を廃止するものです。公選制を廃止し市長の任命制だけになると恣意的な専任になることもあり得るし、農地の番人である農業委員会制度を骨抜きにされかねません。国会での参考人質疑でも大妻女子大学の田代教授は「農業委員会は単なる机上委員会となり、活動は農地利用推進委員会となる、農業委員が形骸化し地域と地権者に信頼されなくなり今後は農地利用の最適化だけをやっていればいいという委員会になる」とも述べています。また定数が削減されれば女性の農業委員も大幅に減り食育など女性が担ってきた活動が衰えてしまします。農地は単なる土地ではありません、先祖代々土地を耕し引き継ぎ農作物を作ってきた土地です。農地の守り手としての農業委員は農業者が自ら代表者を選ぶことでその思いと役割を発揮できるのでは無いでしょうか？国会の委員会の質疑では、別の地域で経営する法人や企業が事業拡大の意図を持って農業委員に入ることになるのでは？という質問に林農林水産大臣は否定しませんでした。
農地と農業を守るためにも絶対に認められません。

最後に　甲第８０号議案　岡山市第六次総合計画長期構想についてです。
まず都市作りの基本目標が「未来へ躍動する桃太郎のまち岡山」となっています。
岡山市の主役はあくまでも市民であり、そこに暮らす岡山市民の暮らしがこの長期構想にとってどうなるかが大きな視点では無いでしょうか？市民意識実態調査からみても市民がまず願っているのは「医療・福祉・教育が充実した市民が主人公の岡山市」です。
国のアベノミクスや地方創世戦略に沿って躍動する方向に動くことは市民の希望では無いと私たちは考えます。アベノミクスの失政は最新のOECDの統計で国民一人あたりのGDP比較で三四カ国中二〇位と昨年より下がっています。
貧困率調査でも日本は最悪です。その影響で岡山市でも生活保護数の増加、諸料金の滞納が増えていると数値に出ています。何よりも市民の生活実態に心を寄せるのであれば２００９年の総合計画に掲げられた「中四国の総合福祉の拠点都市をめざす」という目標を取り下げるべきではありません。
引き続き総合福祉の拠点都市を目指し、高齢者と障害者が安心して暮らせるよう医療、福祉、住居、公共交通を見直す、国保、生活保護など社会保障の充実を最優先に掲げるべきだと申し上げます。
[bookmark: _GoBack]そしてもちろん市民と行政がともに考えていくことは必要で住民自治と市民協働を発展させることは必要だと考えています。しかしその根底は、岡山市がまず戦争放棄と基本的人権を義務づけている国民主権の日本国憲法を生かして平和と人権も守る岡山市政を発展させる立場をはっきりとこの長期構想に明記することが必要だと考えます。
環境や原発などほかにも申し上げたいことがたくさんありますが、長期構想の視点が大きくずれている部分を指摘し反対理由を述べさせていただきました。
以上　議員の皆様のご賛同を賜りますようお願いしまして討論を終わります。

